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１．事業の位置付け

産業振興部　農水産課

0-'xxxxxx-'xx0000 ○ ハード ● ソフト

～

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

単位

単位

単位

1

事務事業名 農業支援ワンストップ相談窓口事業

事業担当

予算科目 事業種類

事業評価シート　（平成27年度分）

行政改革の
位置付け

'13 市民の視点に立ち、成果を重視した行政経営を展開するために

'01

委託、協働 ＪＡ湘南、大磯町、二宮町等

目的・目標 事業の概要
農業者の営農に関する相談の利便性が図られるとともに、
効率的かつ安定的な農業経営が営まれています。

本市農水産課、農業委員会、JA湘南の担当者が農業支援ワ
ンストップ相談窓口において農業者の相談に対応し、育成
と支援をします。

市民の視点に立ち、成果を重視した行政経営を展開するために

'03 3 広域的な視点によるまちづくり

根拠法令等

対象・受益者 農業者 事業期間 平成23年度 平成27年度

平成26年度 平成27年度

目標 50 50

活動指標①

指標名 開設回数 単位 回

説明・算定式 農業支援ワンストップ相談窓口の開設回数

平成25年度

実績 57 52

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成25年度 平成26年度 平成27年度

目標

実績

成果指標①

実績

平成25年度 平成26年度 平成27年度

目標 100 100

指標名 相談案件数 件

説明・算定式
農業支援ワンストップ相談窓口における相談案件数（相談案件が１件に対して、相談を複数回行った場合も
１案件としてカウントします。）

実績 98 120

進捗状況

①：予定どおり

遅れている理由

平成25年度 平成26年度

目標

平成27年度
成果指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度の主な取組と成果
ワンストップ窓口を週１回開設し、安定的な農業経営が営まれるよう農業者の相談に対応するとともに、各種制度の申請受付
を実施し、農業者の営農に関する相談の利便性を図りました。

平成27年度
Ａ：成果があがった

の検証結果



□ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
□ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
□ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）

○ ○ ○ ○ ○ ● ○
＜判断理由＞

必要性

JA湘南とともに、本市農水産課と農業委員会が１か所で
様々な相談や要望を受けられる体制を構築することは、農
業者の負担を軽減するために必要です。

●
○

有効性

相互に関連する農業関連窓口を１か所で相談ができるた
め、農業者にとっての利便性が向上するだけではなく、関
係機関が情報を共有し、継続して連携強化を図るためにも
効果的と考えられます。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

今後に向けた課題の分析
ワンストップ相談窓口の周知や利便性の向上を図るため、定例的な開設日以外の日に、他のＪＡ湘南支所等へ出張して開設
することも検討していくことが必要です。

平成25年度 平成26年度

決算額 決算額

妥当性

農業者からの相談や要望等を総合的に受け付け、関係機
関が一緒に対応できる体制を構築することで、各種農業振
興施策の促進と併せて農業者の利便性向上を図るために
開設しています。

●
○
○

効率性

国の農業施策が変わる中、農業関連の案件を１か所で行
えることは、農業者にとって効率的な相談が受けられま
す。

●
○
○

決算額

平成27年度

事業内容

農業者の農業経営に関する相談及
び支援

農業者の農業経営に関する相談及
び支援

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0
県支出金

0
0
0

農業者の農業経営に関する相談及
び支援

－
0
0
0

0 0
起債 0 0

事業費　(A) 0 0
執行率　(%) － －

その他　特財 0 0
一般財源 0 0

終了 他事業と統合

ひらつか協働経営プランが平成２７年度に終了することに伴い、行政改革事業としては終了しますが、国の農業施策や制度の見
直しがされるなか、１か所で農業経営に関する様々な相談が受けられることは、農業者の支援や育成につながるため、今後も取
組を継続します。

課長コメント
行政改革事業としては、終了しますが、今後もワンストップ相談窓口を有効に活用してもらうために、継続してチラシなどによ
る周知を行うとともに、試験的にＪＡ湘南の支所で開設するなど、効果的な周知が必要と考えています。

平成29年度の事業の方向性

現状の規模で継続 拡大して継続 縮小して継続 廃止 休止



頁

１．事業の位置付け

消防本部　消防総務課

0-'xxxxxx-'xx0000 ○ ハード ● ソフト

～

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

単位

単位

単位

平成27年度の主な取組と成果
　１市２町の担当者及び施工業者により定例会を開催し、消防救急無線（活動波）整備の進捗管理や各種機器の操作教育な
どを行い、平成２８年４月から消防救急無線（活動波）の運用を開始しました。

平成27年度
－

の検証結果

進捗状況

①：予定どおり

遅れている理由

平成25年度 平成26年度

目標

成果指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度

成果指標①

実績

平成25年度 平成26年度 平成27年度

目標 - - -

指標名 消防行政の広域連携の実施 ％

説明・算定式
１市２町での広域連携が開始されています。

開始されている場合＝100%、開始されていない場合＝0%

実績 - - -

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成25年度 平成26年度 平成27年度

目標

実績

平成26年度 平成27年度

目標 60 70 80

活動指標①

指標名 消防行政の広域連携に向けた進捗度 単位 ％

説明・算定式
対象自治体との広域連携の進捗度 平成23年度：20％、平成24年度：40％、平成25年度：60％、平成26年
度：70％、平成27年度：80％、平成28年度:100％

平成25年度

実績 60 70 80

委託、協働

目的・目標 事業の概要
　新たな枠組みによる消防行政の広域連携が進んでいま
す。

　新庁舎建設に合わせ１市２町（平塚市、大磯町、二宮
町）による消防救急無線（活動波）のデジタル化の共同整
備や消防指令業務の共同運用を推進します。

市民の視点に立ち、成果を重視した行政経営を展開するために

'03 3 広域的な視点によるまちづくり

根拠法令等

対象・受益者 市民 事業期間 平成27年度

1

事務事業名 消防行政の広域連携推進事業

事業担当

予算科目 事業種類

事業評価シート　（平成27年度分）

行政改革の
位置付け

'13 市民の視点に立ち、成果を重視した行政経営を展開するために

'01



□ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
■ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ●
＜判断理由＞

－
0

終了 他事業と統合

ひらつか協働経営プランが平成２７年度に終了したことに伴い、本事業は終了しますが、新たな行財政改革計画である「平塚市
行財政改革計画２０１６」に事業を位置づけ、１市２町により消防指令センターの整備を行い、指令業務の共同運用を開始すると
ともに、各種装置の維持管理と保守点検を行い、迅速的確に適正部隊の出場ができるようにします。

課長コメント
 平塚市、大磯町及び二宮町で平成２７年度に消防救急無線（活動波）の整備を完了し運用を開始し、平成２８年度は、消防
指令センター各種装置等の整備を進め、平成２９年４月に運用が開始できるよう整備を進めてまいります。


平成29年度の事業の方向性

現状の規模で継続 拡大して継続 縮小して継続 廃止 休止

執行率　(%) － －

その他　特財 0 0
一般財源 0 0 0

0
0
0
0

検討委員会及び作業部会による検
討

無線デジタル化共同整備

事業費　(A) 0 0

0 0
起債 0 0

事業内容

検討委員会及び作業部会による検
討

無線デジタル化実施設計共同実施

検討委員会及び作業部会による検
討

無線デジタル化共同整備

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0
県支出金

今後に向けた課題の分析
　将来的な消防組織の広域化を視野に入れた指令業務の共同運用について、１市２町の担当者で設備の整備及び運用開
始に向け協議を継続する必要があります。

平成25年度 平成26年度

決算額 決算額

妥当性

指令業務の共同運用により指令管制要員を現場活動要員
へ効率的に配置することで初動体制の充実強化が期待で
きます。

○
●
○

効率性

指令業務の共同運用による指令システムの整備費用や指
令管制業務に必要な運用コストの削減効果が期待できま
す。

●
○
○

決算額

平成27年度

必要性

初動体制の充実強化等災害から市民の安心安全を図るた
め、また電波法審査基準の改正による消防救急無線（活
動波）のデジタル化に向けた整備のため必要です。

●
○

有効性

初動体制の充実強化や消防救急無線（活動波）のデジタ
ル化により無線交信時の個人情報の保護が期待できま
す。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価


